
1 
 

建築基準法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 67 号）に係る質疑応答集 
（令和２年７月 15 日時点） 

※赤字箇所が令和元年 12 月 20 日時点からの更新箇所です。 

※青字箇所が令和２年３月２日時点からの更新箇所です。 

※緑字箇所が令和２年６月２日時点からの更新箇所です。 

 ○防火・避難・一般構造規定関係 
 

 １.規模の観点に係る主要構造部規制の合理化   

 問 答 

1 法第 21 条第１項で想定している通常の火災は、大規

模地震時に発生する火災も含まれるのか。 

大規模地震時に発生する火災は想定しておりませ

ん。 

2 「避難時倒壊防止建築物」、「火災時倒壊防止建築物」

の用語は、新しく政省令等で規定されるのか。 

今回の説明会テキスト上便宜的に言葉を定義したも

のであり、政省令及び告示において定義はしており

ません。 

3 「耐火構造建築物」や「特定避難時間倒壊等防止建

築物」の用語は、今後も残るのか。 

両用語については今回の改正で法令上の用語として

は削除されました。 

4 通常火災終了時間が 45 分以下の場合、一定の安全率

を見込んで 45 分間とするとあるが、45 分を超えた

ものについては安全率を見込まなくてもよいのか。 

通常火災終了時間の計算上は 45 分以内の早期に消

火することが見込まれる建築物であっても、万が一

の倒壊等のリスクを考慮し、下限値を設定し、従来の

準耐火建築物が有する性能を下回らないよう下限値

を設定したものであり、45 分を超える時間の場合に

安全率を見込む必要はありません。 

5 スプリンクラーなどの自動消火設備は、消防法に基

づくものでなければならないか、また、水道直結型

スプリンクラー設備やパッケージ型自動消火設備、

自動式の不活性ガス消火も含まれるか。 

詳細の規定は各告示において定めております。なお、

法第 21 条及び第 61 条の告示で規定するスプリンク

ラー設備について、パッケージ型自動消火設備は、各

規定で必要とされる性能を有していることが確認で

きていないため、現時点においてはスプリンクラー

設備に該当しないものとしております。 

※上記は、法第 21 条及び第 61 条の告示で規定する

スプリンクラー設備にはパッケージ型自動消火設備

等は含まれないという主旨であり、例えば、消防法の

規定に基づき、スプリンクラー設備に代えてパッケ

ージ型自動消火設備を設置することを妨げるもので

はありません。 

6 火災時倒壊防止建築物は、階数２以下の構造の場合

も主要構造部を準耐火構造とした建築物と見なせる

のか。 

階数によらず、火災時倒壊防止建築物火災時倒壊防

止建築物は主要構造部を準耐火構造とした建築物に

含まれます。 

7 通常火災終了時間及び特定避難時間をどのように算

定するのか。 

今後技術的検討を踏まえ告示にて規定する予定で

す。 
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8 法第 21 条の告示において規定される 75 分間準耐火

構造の外壁について、木造の場合の脱落防止装置は

必要か。 

法第 21 条に基づく告示（「法第 21 条第１項に規定す

る建築物の主要構造部の構造方法を定める件」（令和

元年国土交通省告示第 193 号））において、木材を用

い、防火被覆を用いていない主要構造部については、

その取り合い部分にボルトなどを用いた場合は有効

に防火被覆等を求めており、取り合い部が火炎に曝

されることによる耐力の低下を防止するための措置

を求めております。 

9 令第 110 条の特定避難時間による主要構造部の性能

と令 136 条の２各ロ号の延焼防止時間により求めら

れる性能が部位によって異なる場合、両方の性能を

満たす必要があるか。 

貴見のとおりです。 

10 通常火災終了時間は建築物の規模や用途によって決

まるのか。 

建築物の構造、建築設備及び用途や立地等の条件よ

り算出される時間となります。具体的な算出方法は

今後告示にて規定する予定です。 

11 法 21 条では高さ 13ｍ軒高９ｍの規定がなくなり、

高さは 16ｍのみとなるが、構造規定の法第 20 条や

令第 36 条は現行のまま変更は無いのか。 

構造規定については規制対象となる高さの規定に変

更はありません。 

12 「通常より厚い木材による壁・柱等」とあるが、具

体的な厚みは新たな告示で示されるのか。 

法第 21 条に基づく告示（令和元年国土交通省告示第

193 号）において、75 分間準耐火構造の燃えしろ寸

法を、主要構造部及び用いる接着材の種別に応じて

規定しております。 

13 法第 21 条について、高さ 16ｍ超える建築物とされ

ているが、16ｍ以下の取り扱いについてはどこに記

載があるのか。 

高さ 16m以下かつ階数３以下の建築物であれば法第

21 条の規定の適用は受けないこととなります。 

14 廊下等の部分に排煙設備の設置が明示されている

が、当該部分に平成 12 年告示 1436 号による緩和は

適用できないということでよいか。 

貴見のとおりです。 

15 令第 109 条の６について 12 月時点のパブコメ案で

は「当該建築物の敷地内に設けられた空地又は防火

上有効な公園、広場その他の空地」と記載がありま

したが、公園等を空地と見なすことについて、削除

された理由を教えてください 

法第 21 条第１項に規定している空地の技術的基準

としては、当該建築物の各部分から当該空地の反対

側の境界線までの水平距離が､当該各部部分の高さ

に相当する距離以上であることを規定すれば足りる

ため、政令上の記載からは落とすこととしました。な

お、公園等が、延焼防止上有効な空地として扱われる

ことについて、施行通知においてその取扱いを示し

ております。 
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16 法第 21 条第１項の改正により、規制対象となる建築

物が、「高さ 13m 超又は軒の高さ９m 超」から「高

さ 16m 超又は地階を除く階が４以上」となったが、

軒の高さによる規定は無くなったのか。 

技術的検討を踏まえ、倉庫や自動車車庫等を除き、高

さ 16m以下かつ地階を除く階数が３以下である建築

物であれば、通常の火災による建築物の倒壊及び延

焼を防止する上で問題無いことが判明したため、軒

の高さによる規定は無くすこととしました。 

17 今般の法の改正後も、「部分により構造を異にする建

築物の棟の解釈について（昭和 26 年住防発第 14

号）」に基づく取り扱いは継続して構わないか。 

今般の法第 21 条第１項の改正により、通常火災終了

時間に基づく木造建築物の設計法の充実が図られて

おります。 

また、平成 26 年の法第 21 条第２項の改正により、

3,000 ㎡を超える木造建築物については、同項に基づ

く「壁等」によって区画された部分のそれぞれを別棟

として扱うことが可能となりました。 

 このように、ご指摘の通知が発出された昭和 26 年

当時に比べ、木造建築物の大規模化や市街地での建

築が進むなど取り巻く環境が変化する中で、技術的

検討の結果として、上述のような設計手法の開発・充

実が進んでいることを踏まえ、今後は個別の建築物

の状況に応じて、昭和 26 年通知の運用によらず、新

たな設計手法も積極的に活用していただきたいで

す。 

18 法第 21 条の告示及び法第 27 条の告示における一時

間準耐火構造として、令第 112 条第 2 項の告示によ

るものとあるが、令第 112 条第 2 項に基づき大臣認

定を受けたものは対象にならないのか。 

大臣認定を受けたものも対象になります。 

     

   

 ２.立地の観点に係る主要構造部規制の合理化   

 問 答 

1 現行の令第 136 条の 2 の基準は何条に移行するの

か。 

法第 61 条より委任される告示（「防火地域又は準防

火地域の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定

める件」令和元年国土交通省告示第 194 号）におい

て規定し、旧令第 136 条の２に掲げる基準に適合す

る建築物も引き続き建築可能なものとして位置付け

ております。 
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2 物販店の仕様が外壁及び外壁開口部に設ける防火設

備に求められる性能がそれぞれ 90 分、30 分となっ

ており、防火設備を耐火、準耐火建築物の 20 分と比

較すると厳しいようであるが、全体の仕様としては

必要ということか。具体的な 30 分防火設備の認定品

はあるのか。 

技術的検討を踏まえ必要な延焼防止性能を有する仕

様を告示（令和元年国土交通省告示第 194 号第２第

４項）にて規定しております。30 分間防火設備の大

臣認定については今回の改正により新たに性能評価

が可能となったものであるため、現時点では認定を

受けた製品は無く、告示に規定される 30 分間防火設

備の仕様に適合させる必要があります。 

3 耐火建築物相当の延焼防止建築物は用途及びその一

建築物の部位により 45 分から 90 分の準耐火構造を

求められるが、メンブレン工法による被覆をした構

造は可能であるか。 

必要な性能を有する構造であればその構造の工法は

問いません。各々告示にて定められる構造又は大臣

の認定を受けた構造とする必要があります。 

4 75 分間準耐火構造及び 90 分間準耐火構造の仕様は

告示にて規定されるのか。 

それぞれ、法第 21 条に基づく告示（令和元年国土交

通省告示第 193 号）及び法第 61 条に基づく告示（令

和元年国土交通省告示第 194 号）において規定して

います。 

5 従来の防火設備は「20 分」と「60 分」だったが、今

回の改正で、「10 分」「30 分」が追加されている。10

分、20 分、30 分、60 分の４パターンでの運用にな

るのか。 

今回の改正により、従来の 20 分間又は 60 分間の遮

炎性能を有する防火設備以外に、10 分間や 30 分間

等の遮炎性能有する防火設備を位置付けました。そ

れ以外の時間区分の防火設備について、大臣認定を

取得される場合にあっては、指定性能評価機関にご

相談して下さい。 

6 「子ども・子育て支援法等の施行に伴う幼保連携型

認定こども園の建築基準法上の 取扱い等について

（技術的助言）」（平成 27 年２月 13 日）において、

幼保連携型認定こども園は、幼稚園及び保育所と同

じ規制（基準が異なる場合にはより厳しい方の規制）

を適用する必要がある、とされている。法第 61 条の

告示の表において、保育所は表二（二）、幼稚園は表

二（一）となり、それぞれ厳しい方の規制とすると、

幼保連携型認定こども園の外壁と軒裏は、90 分間準

耐火構造以上となる理解でよいか。 

貴見のとおりです。 

7 旧令第 136 条の２においては、第六号で「床（最下

階の床を除く。）又はその直下の天井の構造が、（略）」

と、第七号で「屋根又はその直下の天井の構造が、

（略）」となっており、昭和 62 年建設省告示第 1905

号第３で床の構造方法を、第４で床の直下の天井の

構造方法を、第５で屋根の構造方法を、第６で屋根

の直下の天井の構造方法を規定していたが、令和元

従来通り、床又は床の直下の天井及び屋根又は屋根

の直下の天井のいずれかを基準に適合させればよい

ものとして扱って差し支えありません。 
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年国交省告示第 194 号第４第一号イにおいては、(4)

で「床は、（略）」、(5)で「床又は（略）の直下の天井

は、（略）」、(6)で「屋根は、（略）」、(7)で「屋根の直

下の天井は、（略）」と並列で規定されていることか

ら、床又は床の直下の天井及び、屋根又は屋根の直

下の天井のそれぞれ両方について基準への適合が求

められるということか。 

8 法第 61 条の規定の適用を受け、耐火建築物又は準耐

火建築物と同等以上の延焼防止性能を有する建築物

としたものについて、増改築する際に当該増改築部

分について仕様規定に適合するものとすることで、

適法なものとすることができるか。 

耐火建築物又は準耐火建築物と同等以上の延焼防止

性能を有する建築物が有する性能は、主要構造部の

性能や消火設備の状況等により建築物全体を評価す

ることにより得られるものであるため、例えば、耐火

建築物と同等以上の延焼防止性能を有する建築物を

増改築する際、増改築の部分の主要構造部を耐火構

造で建築することで、建築物全体として必要な延焼

防止性能を有することが明らかではないため、増改

築時に再度必要な延焼防止性能を有していることの

確認が必要となります。 

9 令第 136 条の２が改正され、従来規定は削除となり、

従来の準防木３の規定は告示に定められるとの説明

があったが、旧令第 136 条の２の基準に適合する建

築物は、新たに制定される告示のみに適合させるの

みで建築可能ということか。 

貴見のとおりです。 

10 「従来の令第 136 条の２については、政令上削除し、

技術的基準の内容そのものは告示において位置づけ

る」と説明されているが、告示を確認すると、従来

の基準は「令 136 条の２第二号ロに掲げる基準に適

合する建築物の部分」として位置づけられている。

この場合、令第 136 条の２第二号ロに掲げる基準に

適合する建築物については、令第 109 条の２の２及

び令第 112 条第 10 項の規制がかかってくるが、従

来の令第 136 条の２の基準に適合する建築物につい

てはこれらの規制への適合が求められる事となるた

め、今回の改正により規制強化されるということで

よいか。 

規制を受ける対象としては想定していないため、規

定の適用を受けないものとして扱って差し支えあり

ません。 

11 外壁を 90 分間準耐火構造とし内部を１時間準耐火

構造とした場合、内部の取扱いに関して、外壁面に

位置する梁は外壁の倒壊防止の観点から外壁同様

90 分の性能が必要との理解でよいか。 

柱又ははりが外壁面を構成する場合にあっては、当

該柱又は梁を外壁と同等の被覆で覆う必要がありま

す。 
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12 90 分間準耐火構造と１時間耐火構造では１時間耐

火構造の方が性能が高いと考えてよいか。 

いずれかがもう一方の性能を包含する関係にはあり

ません。 

13 法第 61 条に基づく告示の表２において示されてい

る一戸建て住宅は純粋な専用住宅で、兼用住宅は含

まれないと解してよいか。 

貴見のとおりです。 

14 従来の法第 61 条第 2 号の「卸売市場の上家又は機

械製作工場で主要構造部が不燃材料でつくられたも

のその他これらに類する構造でこれらと同等以上に

火災の発生のおそれの少ない用途に供するもの」は、

今回の改正により、令和元年国土交通省告示第 194

号に位置付けられたが、規制の内容に変更はないと

考えてよいか。 

貴見のとおりです。 

 
  

 
  

 ３.一時間準耐火基準の定義規定の変更   

 問 答 

1 火災時倒壊防止建築物は、階数２以下の構造の場合

も主要構造部を準耐火構造とした建築物と見なせる

のか。 

階数によらず、火災時倒壊防止建築物は主要構造部

を準耐火構造とした建築物に含まれます。 

2 法第２条９号の３ロについては、層間変形角 150 分

の１以内を求められていないと考えて支障ありませ

んか。 

貴見のとおりです。 

 
  

 
  

 ４．準耐火構造の位置づけの明確化に伴う見直し   

 問 答 

1 任意で避難時倒壊防止建築物等にした場合、防火区

画の規制がかかるが、確認申請の審査において、避

難時倒壊防止建築物等に意図せずなっていないかの

確認は必要か。 

規則別記第２号様式第４面の「５．主要構造部」に記

載されている情報をもとに審査します。同様式同面

に準耐火構造と記載されていない建築物の申請案件

について、個別に通常火災終了又は特定避難時間を

計算した審査は不要です。 

2 法第 27 条第１項の規定により令第 109 条の３第２

号の基準に適合させた建築物は、令第 112 条第３項

と第４項、どちらの規定の適用を受けるのか。 

令第 112 条第４項の規定の適用を受けます。 
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3 耐火性能検証構造とした建築物は内装制限の対象か

ら外れるか。 

令第 108 条の３第３項において、耐火性能検証構造

とした建築物の主要構造部について、令第 128 条の

４第１項の規定の適用については当該主要構造部を

耐火構造とみなすこととする改正を行っていること

から、耐火性能検証構造とした場合であっても、主要

構造部が耐火構造である場合と同様に、令第 128 条

の４第１項の規定により、一定規模未満である場合

は内装制限を受けないこととなります。 

4 令第 128 条の４について、 内装制限の対象建築物

は、「耐火建築物」 等、従来は建築物の種別により

規定されていたが、主要構造部の構造の種別により

規定することとなったと理解してよいか。 

貴見のとおりです。 

5 令第 128 条の４について、 「建築物」より「構造」

へ規定の仕方を改正したことによって、既存不適格

が発生する可能性があるか。 

今回の令第 128 条の４の改正により既存不適格建築

物は発生しません。 

6 法第２条第９号の３ロの準耐火建築物は、火災時倒

壊防止建築物、避難時対策準耐火建築物又は延焼防

止建築物に必ずしも含まれないという理解でよい

か。 

貴見のとおりです。 

7 令第 112 条第 13 項に「竪穴部分及びこれに接する

他の竪穴部分」とあるが、かっこ書き中に記載のあ

る階段室等の部分も竪穴部分と考えてよいか。 

貴見のとおりです。 

8 75 分間又は 90 分間準耐火構造の壁等の開口部又は

区画貫通部等の処理は、「木造建築物の防・耐火設計

マニュアル」（平成 29 年一般財団法人日本建築セン

ター発行）の中で示されている、準耐火構造の開口

部の処理を参考とすればよいか。 

今回新たに規定した従来よりも長い時間の性能を有

する準耐火構造の壁又は床の貫通部等に設置する防

火被覆の施行については、同マニュアルの防火区画

を構成する耐火構造の部分を参考にして下さい。ま

た、被覆等の種類及び厚さは、当該主要構造部に設け

られるものと同等以上のものとするよう留意下さ

い。なお、同内容を施行通知においてもお示ししてお

ります。 

 
  

 
  

 ５．小規模建築物の主要構造部規制の合理化   

 問 答 

1 法第 27 条１号で階数が３で 200 ㎡未満は耐火不要

としていますが、法第 6 条第１項１号で 200 ㎡超え

のものが申請不要なので、階数３で 200 ㎡の建物は、

申請は不要だが、耐火要求がかかるということか。 

貴見のとおりです。 
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2 小規模建築物について、階数３で延べ面積が 200 ㎡

未満のものが耐火建築物とすることを要しないとな

っているが、例えば、1 階を自動車車庫、2 階 3 階を

共同住宅(延べ面積 200 ㎡未満)とした場合、耐火建

築物を要しない対象建築物として扱うことができる

ということでいいか。 

貴見のとおりです。 

3 小規模建築物における警報設備について、消防法上

必要でないものを設置した場合、完了検査の際に、

建築部局において、動作確認、設置確認等をしなけ

ればならないか。 

法に基づき設置が求められる警報設備について、そ

の設置の状況等は完了検査の際に建築主事又は指定

確認検査機関にて、確認審査等に関する指針（平成 19

年国土交通省告示第 835 号）に従って適切に行って

頂く必要があります。 

4 今回の改正で、法からの要求となる警報設備、スプ

リンクラーの設備について、消防の協力無しに建築

行政担当部局の方で対応する事となるのか。 

法で設置が求められる警報設備やスプリンクラー設

備については、建築部局において法適合性の確認が

必要です。 

5 令第 112 条第 18 項の規定で示されている、「第 12

項の規定による区画に用いる戸」の構造は告示で具

体的に示されるのか。 

昭和 48 年建設省告示第 2564 号を改正し、必要な遮

煙性能を有する戸の構造方法を定めております。 

6 法第 21 条の告示において設計の条件となるスプリ

ンクラー設備の設置範囲はどの部分となるのか。 

区画を設けた範囲の中に設けることを告示にて規定

しています。 

7 法第 21 条告示の表の右端の立地が“用途地域”とあ

るが、都市計画区域内のいわゆる白地地域（用途地

域の指定のない地域）は、該当しないと解してよい

か。 

貴見のとおりです。 

8 フラッシュ戸の材質については不燃材料で造る必要

があるか。下地は不燃材料で覆う必要があるか。 

戸を構成する材料については特段定めておりません

が、改正後の令第 112 条第 12 項において、火炎の接

炎によりただちに炎が貫通するおそれがある、ふす

ま、障子などは除くこととしております。 

9 延べ面積が 200 ㎡未満の木造三階建て共同住宅を計

画する際、従来の平成 27 年告示第 255 号第１第２

号に適合させる方法のほか、政令で定める技術的基

準に従って警報設備及び令第 112 条第 12 項の竪穴

区画を設置する方法も選択できるという理解でよい

か。 

貴見のとおりです。 

 
  

   

 ６．小規模建築物における竪穴区画   

 問 答 
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1 令第 112 条第 11 項に規定される「スプリンクラー

設備その他これに類するもの」には、パッケージ型

自動火災消火設備は含まれるか。 

パッケージ型自動火災消火設備は本規定において必

要とされる消火性能を有していることが確認できて

いないため、現時点ではこのスプリンクラー設備に

は該当しないものとしています。 

2 特定小規模特殊建築物については令第 112 条で防火

設備や煙感自動閉鎖機構を求められているが、令第

16 条第３項第２号より、200 ㎡以下の建築物に設け

られる防火設備に対しては定期報告が必要とはなら

ないのか。 

特定小規模特殊建築物の規模では、政令で一律に定

期報告の対象とはしていませんが、特定行政庁が指

定した場合にあっては報告の対象となります。 

3 令 第 112 条第 11 項に規定される「スプリンクラー

設備その他これに類するもの」には、パッケージ型

自動火災消火設備は含まれるか。 

パッケージ型自動火災消火設備は本規定において必

要とされる消火性能を有していることが確認できて

いないため、現時点ではこのスプリンクラー設備と

しては該当しないものと考えております。 

 
  

 
  

 ７．区画の方法としての防火床の追加   

 問 答 

1 防火床の仕様について、突出タイプで 150cm 突出さ

せている防火床に設置する避難ハッチは特定防火設

備とする必要があるのか。 

防火床に開口部を設ける場合にあっては、当該開口

部の幅及び長さをそれぞれ 2.5 メートル以下にする

と共に、当該開口部に令第 118 条第１号に規定する

構造である特定防火設備を設ける必要があります。 

2 防火床で区画する場合、防火床の突出部をバルコニ

ーとすることや、防火床の突出部の下部に室内的用

途が発生している場合も可能か。 

防火床で区画する場合、防火床の突出部に可燃物が

置かれる様な使われ方は想定していないため、上階

への延焼を助長するような使われ方をする場合は認

められません。また、防火床の突出部の下部に室内的

用途が発生する場合は上階への延焼を助長するた

め、認められません。 

3 防火床の突出が 150cm であると、突出部分の建築面

積が発生することになるのか。 

水平投影面積が発生する場合、建築面積は発生しま

す。 

4 従来、防火壁に適用されていた規定である改正前の

令第 113 条第 1 項第 2 号「木造の建築物において

は、無筋コンクリート造又は組積造としないこと」

については、防火壁及び防火床の構造方法を定める

告示にそのまま移行されているが、これは防火床に

ついても適用されることとなるのか。 

本規定の制定当時（昭和 25 年）は、現在のような木

造による耐火構造は実現できなかったことから、本

規定における「木造の建築物」とは、いわゆる裸木造

の建築物が、耐火構造の壁で区画されている状態を

指していたものです。一方、今回新たに位置付ける防

火床にあっては、防火床に加え、防火床を支持する壁

（耐力壁）、柱及びはりを耐火構造とすることとして

おり、少なくとも防火床の下階については、非耐力壁

を除き、その主要構造部は耐火構造となります。この
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ため、防火床を設置した建築物は、本規定の制定当初

に想定されていた、いわゆる裸木造による「木造の建

築物」にはあたらないものと考えられます。 

5 防火床について、自立する構造の確認方法について

は、構造計算等で確認するのか。 

防火床については、防火床を支持する耐力壁、柱及び

はりを耐火構造とすることとしており、建物全体の

構造安全性は別途検証することとなります。 

6 木造の床でも、所要の措置を講じることで防火床と

することは可能か。 

可能です。 

   

 
  

 ８．共同住宅等の界壁の代替措置   

 問 答 

1 強化天井について、天井埋め込み照明、エアコンの

吹き出し口換気ダクトがある場合はどうなるか。 

強化天井にダウンライト等の埋め込み部型の照明器

具を設ける場合又は天井換気口等に用いるダクト配

管等を設ける場合にあっては、「建築基準法の一部を

改正する法律等の施行について（技術的助言）」（平成

28 年６月１日国住指第 669 号）に記載する内容を参

考にして下さい。 

2 長屋・共同住宅の各戸の界壁の合理化について、ス

プリンクラーの設置場所は、居室のみと考えてよい

か。浴室、便所、物入れ、クローゼット等にまで設置

は必要か。 

スプリンクラー設備の設置による措置の具体的な内

容については、今後技術的な検討を踏まえ告示にて

規定する予定です。 

3 強化天井について、Ａ、Ｂ、Ｃの各住戸があり、Ａ、

Ｂ間を強化天井、Ｂ、Ｃ間は、従来通りの小屋裏ま

での界壁とすることは可能か。 

可能です。 

4 Ａ、Ｂの住戸がある場合、Ａの住戸の天井のみ強化

天井とすることで適用可能と考えることはできる

か。 

ＡとＢの室の両天井について、強化天井とする必要

があります。 

5 強化天井及び界壁を小屋裏又は天井裏まで達せしめ

なくてもよい場合の天井の仕様において、納り上は

天井先行と考えられる。木造の場合、柱、間柱等の

抜ける部分は天井がなくてもよいという事か。 

貴見のとおりです。 
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6 界壁が告示仕様であれば天井で止めても支障はない

と考えますが、認定品の場合は認定通り天井裏まで

必要か。 

大臣の認定を取得している場合は、認定内容通りの

仕様とすることが必要です。 

 
  

 
  

 ９．遮音界壁   

 問 答 

1 長屋又は共同住宅の界壁は令第 114 条の耐火性能

と、令第 22 条の３の遮音性能が求められており、令

第 114 条第１項の界壁の貫通措置は同条５項に規定

があるが、法第 30 条の界壁は貫通の措置方法に定め

はないため貫通は出来ないと解するのか。 

法第 30 条に規定する界壁の構造方法についてはこ

れまでと扱いを変えるものではございません。なお、

国土交通大臣が定めた構造方法と異なる場合におい

て、特定行政庁により国土交通大臣の認定が必要と

判断された場合は、当該認定が必要となります。 

2 「強化石膏ボード２枚貼 36 ㎜」とグラスウール等を

併用することで界壁を小屋裏まで達しなくてもよい

ことになったのか。あるいは、共同住宅等のみの個

別の遮音防火仕様が一体の認定も用意されたのか。 

法第 30 条の天井の構造方法として定められる「せっ

こうボード」は、平成 28 年国土交通省告示第 694 号

で強化天井の構造方法として定められる「強化せっ

こうボード」を含むものです。なお、遮音の認定は法

第 30 条、防火の認定は令第 112 条第３項第１号、そ

れぞれ規定しています。 

3 法第 30 条の天井の構造方法としてせっこうボード

9.5ｍｍ+10ｍｍ厚吸音材が定められている一方で、

令第 114 条の強化天井の仕様と整合していないが、

どの様な技術的基準となるのか。 

法第 30 条の天井の構造方法として定められる「せっ

こうボード」は、平成 28 年国土交通省告示 694 号で

強化天井の構造方法として定められる「強化せっこ

うボード」を含むものです。 

4 新たに認められる仕様として、界壁を挟んで両側の

天井を仕様に適合させているが、片側の部屋の天井

のみを対応すれば、当該性能を発揮するのではとい

う質問が多く出ている。当該点に対して国の見解を

明確にされたい。 

界壁を挟んだ両側の住戸の天井について、基準に適

合させる必要があります。 

5 令第 114 条第１項等の界壁については、同第５項に

て、界壁を配電線等が貫通する場合の規定はあるが、

法第 30 条にかかる同様の規定がないことから、遮音

界壁の貫通処理に関して大臣認定が必要となると考

えてよいか。 

法第 30 条に規定する界壁の構造方法についてはこ

れまでと扱いを変えるものではございません。 

6 法第 30 条第２項により天井の遮音性能を確保する

場合において２戸長屋の場合、１室の天井の仕様を

グラスウール 200mm 以上等とすれば、残りの 1 室

はグラスウールは不要となるのか。 

界壁を挟んだ両側の住戸の天井について、基準に適

合させる必要があります。 
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7 今回の改正の天井で遮音性能を担保する貫通方法に

ついて告示が出るのか。 

告示の仕様は一定のダウンライト用の開口を想定し

た一般的な天井を定めていますが、個別の建築計画

に対する告示の適用については、特定行政庁におい

て判断されることになります。 

8 法第 30 条第２項を適用するにあたり、天井に開口を

設けて設置する機器等については、大臣認定を受け

たものとしなければならないのか。 

告示の仕様は、一定のダウンライト用の開口を想定

した一般的な天井の仕様を前提に定めていますが、

個別の建築計画に対する告示の適用については、特

定行政庁において判断されることになります。 

9 法第 30 条第２項により天井の遮音性能を確保する

場合、照明器具や空調機器を設置することは可能か。

また、天井に設置されるダウンライト等の開口につ

いて技術的助言（開口面積の制限・具体的な施工方

法等）を出される予定はあるか。 

告示の仕様は一定のダウンライト用の開口を想定し

た一般的な天井を定めていますが、個別の建築計画

に対する告示の適用については、特定行政庁におい

て判断されることになります。 

10 機器等を天井下部に設置して、配線等のみが天井を

貫通することは、告示仕様に適合しているといえる

か。 

告示の仕様は、一定のダウンライト用の開口を想定

した一般的な天井の仕様を前提に定めていますが、

個別の建築計画に対する告示の適用については、特

定行政庁において判断されることになります。 

11 界壁につけるスイッチ・コンセントボックス、遮音

性能天井にダウンライト等の開口部をとることは想

定されているか。 

告示の仕様は、一定のダウンライト用の開口を想定

した一般的な天井の仕様を前提に定めていますが、

個別の建築計画に対する告示の適用については、特

定行政庁において判断されることになります。 

12 共同住宅の界壁の考え方で、防火・遮音性能での緩

和は理解出来るが、界壁を小屋裏まで達せないもの

の防犯性能については検討しているか。 

建築基準法で共同住宅又は長屋の界壁に求める性能

は、衛生上の観点での遮音性能と、住戸間の延焼防止

の防火の性能であり、防犯性能を担保させるための

規制ではございません。 
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 １０．延焼のおそれのある部分の範囲の合理化   

 問 答 

1 延焼のおそれのある範囲の合理化で「具体的な部分

については国土交通省告示において定める」とある

が、この告示はいつ頃出るのか。 

今後技術的検討を踏まえ告示にて規定する予定で

す。 

2 以下の平面図において、建築物の外壁面のうち、隣

地境界線等に面するものとはどの外壁面のことか。 

 

隣地境界線等から鉛直方向に立ち上げ鉛直面に対し

て建築物を投影した際に含まれる外壁面のことを指

します。以下の平面図の場合、外壁面 A 及び外壁面

B が、隣地境界線等に面する外壁面となります。 
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3 以下の平面図のように、階数が 2 以上の建築物が隣

地境界線等に対して配置されている場合、告示第 1

号イにおける建築物の部分とはどこを指すのか。 

 

建築物の 1 階部分における告示第 1 号イに示す部分

は、d の式において A=3、θ=30 を代入し計算する

と、d=2.82 となることから、以下の平面図の網がけ

部分となります。 

 
建築物の 2 階以上の部分における同号イに示す部分

は、d の式において A=5、θ=30 を代入し計算する

と、d=4.69 となることから、以下の平面図の網がけ

部分となります。 

 
西立面図で見た場合、同号イに示す部分は、以下の網

がけ部分となります。 
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4 以下の平面図のように、階数が１の建築物が２つの

隣地境界線等に対して配置されている場合、告示第

1 号イにおける建築物の部分とはどこを指すのか。 

 

 

 

 

隣地境界線等①からの距離 d は、式に A=3、θ=30

を代入し計算すると、d=2.82 となり、隣地境界線等

②からの距離 d は、式に A=3、θ=45 を代入し計算

すると、d=2.59 となることから、当該建築物の同号

イに示す部分は以下の平面図の網がけ部分となりま

す。 

 
5 以下の平面図のように、同一敷地内に２つの建築物

が配置され、外壁間の中心線が生じている場合、告

示第 1 号イにおける建築物の部分とはどこを指すの

か。 

 

 

 

建築物の 1 階部分について、隣地境界線等①からの

距離 d は、式に A=3、θ=15 を代入し計算すると、

d=2.95 となり、隣地境界線等②からの距離 d は、式

に A=3、θ=30 を代入し計算すると、d=2.82 となる

ことから、当該建築物の同号イに示す部分は以下の

平面図の網がけ部分となります。 

 
建築物の 2 階以上の部分について、隣地境界線等①

からの距離 d は、式に A=5、θ=15 を代入し計算す

ると、d=4.92 となり、隣地境界線等②からの距離 d
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は、式に A=5、θ=30 を代入し計算すると、d=4.69

となることから、当該建築物の同号イに示す部分は

以下の平面図の網がけ部分となります。 
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6 以下の平面図のように、同一敷地内に２つの建築物

が配置され、外壁間の中心線が生じている場合、告

示第 1 号ロの式における「S 建築物から隣地境界線

等までの距離のうち最小のもの」とはどこの距離を

指すのか。 

 

「建築物から隣地境界線等①までの距離のうち最小のも

の」を求める場合、S は以下の平面図の S①となり、「建

築物から隣地境界線等②までの距離のうち最小のもの」を

求める場合、S は以下の平面図の S②となります。 
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7 以下の平面図のように、同一敷地内に２つの建築物

が配置され、外壁間の中心線が生じており、他の建

築物が主要構造部が準耐火構造で高さ 6m の建築物

であった場合、告示第 1 号における建築物の部分（イ

及びロのいずれにも該当する部分）とはどこを指す

のか。 

 

隣地境界線等①を基線として考える場合、告示同号イの式

により、建築物の 1 階部分については d=2.95、2 階以上

の部分については d=4.92 となるため、同号ロにおいて、

dfloorの値は 4.92 となります。したがって、同号ロの式に

おいて、hlow=6、H=10、S=2.5、dfloor=4.92 を代入し計算

すると、h=20.31 となることから、当該建築物の同号に示

す部分（以下「部分①」）は、以下の西立面図（以下の平

面図の矢印の方向に建築物を見た時の立面図）の網がけ

部分となります。 

 
隣地境界線等②を基線として考える場合、告示同号イの式

により、建築物の 1 階部分については d=2.82、2 階以上

の部分については d=4.69 となるため、同号ロにおいて、

dfloorの値は 4.69 となります。したがって、同号ロの式に

おいて、hlow=6、H=10、S=2.79、dfloor=4.69 を代入し計算

すると、h=20.02 となることから、当該建築物の同号に示

す部分（以下「部分②」）は、以下の北東立面図（以下の

平面図の矢印の方向に建築物を見た時の立面図）の網が

け部分となります。 
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最終的には、部分①と部分②を合わせた部分が当該建築物

の延焼のおそれのある部分となります。 

8 以下の平面図のように、同一敷地内に２つの建築物

が配置され、外壁間の中心線が生じている場合、告

示第 1 号ロの式における「S 建築物から隣地境界線

等までの距離のうち最小のもの」とはどこの距離を

指すのか。 

 

以下の場合、「建築物から隣地境界線等①までの距離のう

ち最小のもの」及び「建築物から隣地境界線等②までの距

離のうち最小のもの」のいずれも以下の平面図に示す S と

なります。 
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9 以下の平面図のように、隣地境界線等が湾曲してい

る場合、隣地境界線等と建築物の外壁面との角度は

どのように求めればよいか。 

 

 

 

以下の平面図の赤線のように、当該隣地境界線等を複数

（数は任意）の真直ぐな隣地境界線等であると近似して、

それぞれの隣地境界線等ごとに角度を求めることとして

差し支えありません。 

 

 
  

   

 １１．防火地域・準防火地域における大規模な門・塀の基準の合理化  

 問 答 

1 「建築物の防火避難規定の解説」（発行ぎょうせい）

では付属建築物のうち、小規模で主要構造部が不燃

材料で造られたもの、その他火災のおそれが著しく

少ないものについては、法第２条第６号ただし書の

「その他これらに類するもの」として取扱い、本体

建築物においては延焼のおそれのある部分を生じな

いものとしているが、厚さ 24mm 以上の木材で造ら

れた門又は塀についても同様に「その他これらに類

するもの」として取り扱うのか。 

門又は塀があることにより、本体建築物に延焼のおそれの

ある部分を発生させることはありません。 
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2 令第 136 条の２第５号の規定では、「延焼防止上支

障のない構造であること」と記載されているが、告

示で具体的に「延焼防止上支障のない構造」が示さ

れるのか。 

延焼防止上支障の無い構造であるものとして、不燃材料で

造る又は覆うこと、厚さ 24mm 以上の木材で造ること、

土塗り真壁造で塗り厚さが 30mm 以上のものを告示（令

和元年国土交通省告示第 194 号）にて規定しています。 

3 法第 61 条において、門、塀の基準の見直しが行われ

ているが、法第 67 条においては従前の規定のままと

されているのは何故か。 

特定防災街区整備地区は、防火地域又は準防火地域が定め

られている土地の区域のうち、密集市街地における、火事

又は地震が発生した場合において延焼防止上及び避難上

確保されるべき機能を有すべき地区であり、通常の火災に

より周囲への延焼を防止する性能を求められる防火地域

又は準防火地域よりも、より強い規制がかかる地域であ

る。よって、特定防災街区整備地区における 2m を超える

門又は塀には、引き続き不燃材料で造る又は覆うことを求

めることとしています。 

   

 
  

 １２．定期報告の対象の見直し   

 問 答 

1 維持保全計画は特定行政庁への報告は不要なのか。 法令上、維持保全計画の策定状況及びその計画に基づく措

置の実施状況を特定行政庁に報告する必要はありません。 

2 令第 16 条第１項第３号について、現行規定中「地階

又は 3 階以上の階を」、「及び当該用途に供する部分

の床面積の合計が 200 ㎡以上の建築物」を削った考

え方は何か。 

従来の令第 16 条第１項第３号及び第５号においては、法

第６条第１項第１号に掲げる建築物のうち、「地階又は３

階以上の階を法別表第一（い）欄（二）項又は（四）項に

掲げる用途に供する建築物で、その用途に供する部分の床

面積が 100 ㎡を超え 200 ㎡未満の建築物」及び「当該用

途に供する部分の床面積の合計が 200 ㎡以上の建築物」

が掲げられていましたが、法第６条第１項第１号の改正に

より、同号に掲げる特殊建築物は 200 ㎡を超えるものと

されたことから、同条同号に掲げる建築物で法別表第一

（い）欄（二）項又は（四）項に掲げる用途に供する建築

物と規定することが可能となったため、削除したもので

す。 

3 令第 14 条の２第１号について、階数３未満の建築物

を除いた理由はなにか。 

階数が２以下である場合は、火災による被害リスクが相対

的に低いことに加え、非常用進入口の設置等の防火避難規

定が適用されないこと等から、対象には含めないこととし

ております。 
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4 第６条第１項第１号の規模が 200 ㎡を超えるものと

なったことは既存ストックの利活用が目的であるこ

とは理解できるが、本来の定期報告の対象（100 ㎡

超 200 ㎡以下のもの）を、安全上、防火上又は衛生

上特に重要であるものとして政令で定める建築物と

しなかった理由はあるか。 

法第 12 条第１項において、定期報告の対象となる建築物

は、法第６条第１項第１号に掲げる建築物のうち政令で定

めるもの又は政令で定めるもの以外で特定行政庁が定め

るものとされています。よって、定期報告の対象について、

100 ㎡超 200 ㎡以下の建築物については政令指定ではな

く、特定行政庁が指定することができる建築物として位置

づけました。 

5 この度の法改正により定期報告の対象外となった

100 ㎡超～200 ㎡以下のものについて、今年度の報

告の要否に苦慮している。基準日が無い上、法改正

施行日が 6/25 と年度途中となったことから判断に

悩んでいる。 

改正前は定期報告の対象であった建築物が、改正法施行後

に定期報告の対象では無くなった場合、施行後は定期報告

をする必要は無くなります。なお、法第６条第１項第１号

の改正によって定期報告対象として政令で定める建築物

で無くなったものについては、特定行政庁が指定すること

ができるものとして規定しており、特殊建築物で階数が３

以上で、その用途に供する床面積の合計が 100 ㎡を超え

200 ㎡以下の建築物を､法第 12 条第１項の規定に基づき

定期報告の対象に指定するよう施行通知においてお示し

しております。 

6 法第６条第１項第１号に掲げる特殊建築物の規模が

100 ㎡超から 200 ㎡超に引き上げられたことによっ

て、従前は同規定による特殊建築物に該当した 100

㎡を超え 200 ㎡以下の特殊建築物について、令第 14

条の２第１号において、特定行政庁により指定でき

るような規定となったが、特定行政庁は必ず指定し

ないといけないのでしょうか。 

特定行政庁が指定する必要があると認めた場合に、指定す

ることができる規定です。なお、特殊建築物で階数が３以

上で、その用途に供する床面積の合計が 100 ㎡を超え 200

㎡以下の建築物を､法第 12 条第１項の規定に基づき定期

報告の対象として指定されたい旨、各都道府県建築行政主

務部長宛通知を発出しております。 

7 維持保全計画の作成対象の見直しについて、既存不

適格建築物も対象となるか。 

法第８条より、維持保全計画の作成については、建築物が

既存不適格建築物かどうかに関わらず、対象となる建築物

の所有者が必要に応じて作成するものです。 

8 維持保全計画の作成について、用途コードが 08340

の食品工場において、倉庫部分が 3,000 ㎡を超えた

場合は、作成対象となるか。 

貴見のとおりです。 

9 維持保全計画の作成対象として、3,000 ㎡超の倉庫、

自動車車庫等が追加され、特定行政庁の指定状況に

よっては法第 12 条の定期報告の対象とのずれが生

じることになるが、定期報告義務は無い中で、あら

たに維持保全計画作成の対象となった倉庫や自動車

車庫等の所有者等にどのように周知し、計画作成を

担保してゆくのでしょうか。 

延べ面積 50,000 ㎡を超える大規模倉庫の所有者又は管理

者に対して維持保全計画の作成を行ったかどうか、報告を

求めるよう、施行通知において各特定行政庁に対し依頼を

しております。 
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10 法第 12 条の定期報告では、100 ㎡超 200 ㎡以下の

特殊建築物を政令指定の建築物からは外した一方

で、法第８条の維持保全計画では、同建築物を政令

指定とした理由は何か。 

別表第１（い）欄（一）項から（四）項に掲げる用途に供

する建築物で、その床面積が 100 ㎡を超 200 ㎡以下であ

る階数が３以上の建築物については、非常用進入口の設置

等の防火避難規定が適用されるが、建築後に適切に維持管

理されていない場合にあっては、必要な避難安全性を確保

できない可能性があることから、維持保全計画の作成対象

として政令に位置付けることと致しました。一方、定期報

告の対象としては、令第 14 条の２に位置付けることによ

って、特定行政庁が指定した場合に定期報告の対象とする

ことができることとしました。 

 
  

   

 １３．別記様式について   

 問 答 

1 第２号様式第４面について、旧様式の 【５. 耐火建

築物等】の場合、 「耐火建築物」であれば「準耐火

建築物」に含まれないことが法第２条第９号の３で

明確にされているため、「耐火建築物」のみにチェッ

クを行うが、今回の【５. 主要構造部】であれば 「耐

火構造」 であれば「準耐火構造」に包含されている

ので、当然に「準耐火構造」 の項目についてもチェ

ックが必要ということになるように思われるが、 そ

れは、記載の指示として意図されているところか。 

主要構造部が耐火構造である建築物であれば、準耐火構造

の欄へのチェックは不要です。 

2 第２号様式第４面第５欄【５. 主要樽造部】の口準耐

火構造（準耐火時間：  分）の時間を記載するに当

たり、通常どの建築物であっても主要構造部毎に時

間が異なることから、どの部分の時間を採用して記

戟するご指示なのかが（注意）の部分を読んでも不

明である。最も長い時間を採用するのか、30～45 分

のように幅をもって記載するのか。45 分準耐火構造

を意図しているが、意匠等の都合で一部 60 分準耐火

構造 の主要構造部材を使用する場合はどのように

記載するぺきか。 

第４面関係の注意⑥に示す通り、準耐火時間の記載に当た

っては、規定の適用を受けて主要構造部に要求されること

となった時間を記載して下さい。 
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 ○総則・手続関係 
 

 １．仮設建築物・仮設工作物に係る法第 37 条の適用除外 

 問 答 

1 平成 12 年建設省告示 1347 号第一第 1 項第４号で

法第 85 条第 2 項、第 5 項又は第 6 項に規定する仮

設建築物（法第 6 条第 1 項第二号及び第 3 号に掲

げる建築物を除く）について、令第 38 条第 3 項に

おける基礎の構造規定が除外されているが、令第

38 条第 1 項に適合する基礎は必要か。 

貴見のとおりです。 

2 法第 85 条第 2 項、第 5 項又は第 6 項に規定する仮

設建築物（法第 6 条第 1 項第二号及び第 3 号に掲

げる建築物を除く）で、鉄骨造の建築物について、

基礎と柱脚の緊結は必要か。 

令第 66 条に基づき、構造耐力条主要な部分である

柱の脚部は基礎に緊結する必要がある。法第 85 条

第 2 項、第 5 項又は第 6 項に規定する仮設建築物

（法第 6 条第 1 項第二号及び第 3 号に掲げる建築

物を除く）については平成 12 年建設省告示 1456

号の適用が除外されています。 

 
  

 
  

 ２.用途変更に伴う建築確認対象の見直し  

 問 答 

1 確認審査中に法施行日を跨いだ場合、申請図書は無

効となるのか。 

無効となりません。申請時に提出された図書を元

に、施行後の規定に照らして審査を行うこととなり

ます。 

2 施行日以前にいわゆる１号建築物として確認済証

を交付されたが、施行日以降に４号建築物として中

間検査又は完了検査を申請し、審査の特例を受けよ

うとする場合には、それらの検査において「設計が

建築士によって行われ、工事が法第７条の５に基づ

き、建築士である工事監理者によって設計図書のと

おりに実施されたことが確認されたこと」の確認が

なされるのか。 

貴見のとおりです。 

3 審査又は検査が施行日を跨ぐ際、管内に限定特定行

政庁のない特定行政庁又は限定特定行政庁が申請

を受けていた場合、施行日以前に当該特定行政庁又

は限定特定行政庁に１号建築物として確認申請又

は中間・完了検査申請がなされたものは、審査又は

検査（以下「審査等」という。）が施行日を跨ぐ場合

であっても、当該建築物の規模によらず、１号建築

物として審査等が行われ、確認済証、中間検査合格

申請者が取り下げない限り、交付されることとなり

ます。 
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証又は検査済証が交付されることとなるのか。 

4 審査又は検査が施行日を跨ぐ際、管内に限定特定行

政庁のある特定行政庁が申請を受けていた場合、施

行日以前に当該特定行政庁に１号建築物として確

認申請又は中間・完了検査申請がなされたものは、

審査等が施行日を跨ぐ場合であっても、当該建築物

の規模によらず、申請がなされた当該特定行政庁に

おいて１号建築物として審査等を行い、確認済証、

中間検査合格証又は検査済証を交付されることと

なるのか。 

申請者が取り下げない限り、交付されることとなり

ます。 

5 今回の改正において、令第 10 条第４号ロ及び令第

119 条の削除は行うのか。 

ご指摘の改正は行いません。 

6 今回の改正によって、用途変更時に確認申請が不要

となる建築物に対しては、用途変更に係る工事後に

工事完了届に替えて完了検査の申請を義務付ける

ことは行わないのか。 

ご指摘の義務付けは行いません。 

7 用途変更の時点において旧法第６条第１項第１号

に該当し、確認の申請が必要であるにも関わらず手

続違反をして用途変更をしていた建築物について、

改正法第６条第１項第１号に該当しない場合、施行

日以降は法第 87 条第１項に係る既存不適格建築物

となるのか。 

なりません。 

8 今回の改正により、用途変更における確認申請が不

要となる場合であっても、建築基準法の技術的基準

に適合させることは引き続き必要か。 

なお、その際、用途変更後の用途に適用される規定

への適合及び用途変更に際して既存不適格が遡及

適用される規定への適合は必要か。 

貴見のとおりです。 

     

   

 ３．建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和 

 問 答 

1 法第 87 条の３第１項又は第２項に基づき災害救助

用建築物又は公益的建築物として使用する場合は、

これらの項で法第 87 条第１項が適用除外とされて

貴見のとおりです。 
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いることから、同項に基づく用途変更手続は不要

か。 

2 法第 87 条の３第５項又は第６項の許可を受ける場

合は、これらの項で法第 87 条第１項が適用除外と

されていないことから、同項に基づく用途変更手続

が必要であるか。 

貴見のとおりです。 

3 通常、用途変更前の建築物において既存不適格とな

っていた規定のうち一部の規定は、用途変更に際し

遡及適用される（法第 87 条第３項）が、法第 87 条

の３各項の規定により一時的に用途変更を行った

場合、当該各項において適用除外とされている規定

であれば適用されず、一時的な用途変更を行った時

点で既存不適格ではなくなるのか。 

貴見のとおりです。 

4 法第 87 条の３各項に基づく許可の期間が終了し、

元の用途（特殊建築物）に変更する際や、さらに別

の用途（特殊建築物）に変更する際は、当該用途変

更は法第 87 条の３が適用される場面に相当せず、

通常の用途変更として法第 87 条第１項に基づく手

続が必要か。 

貴見のとおりです。 

5 一時的な用途変更前の建築物において既存不適格

となっていた規定で、かつ、法第 87 条の３各項で

適用除外となっている規定については、一時的に用

途変更を行った時点で既存不適格ではなくなり、法

第 87 条の３各項の規定により当該用途に供される

間に限り適用除外とされたにすぎないため、元の用

途又はさらに別の用途に変更する際には、一時的な

用途変更前の建築物において既存不適格となって

いた規定が適用されるのか。 

貴見のとおりです。 

6 法第 22 条又は法第 27 条について既存不適格であ

る建築物について、法第 87 条の３第５項の規定に

基づく許可を受けて一時的に用途を変更した。その

後、通常の用途変更を行い当初の用途に変更した後

は、当該法第 22 条又は法第 27 条に適合しない場

合は既存不適格ではなく実体違反となるか。 

貴見のとおりです。 

7 法第 20 条について既存不適格である建築物につい

て、法第 87 条の３第５項の規定に基づく許可を受

けて一時的に用途を変更した。その後、通常の用途

貴見のとおりです。 
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変更を行い当初の用途に変更した後は、法第 20 条

に適合しない場合は実体違反ではなく既存不適格

となるか。 

8 法第 30 条について既存不適格である建築物につい

て、法第 87 条の３第５項の規定に基づく許可を受

けて一時的に用途を変更する際には、法第 87 条第

３項の規定に基づき法第 30 条が遡及適用されるた

め、法第 30 条について現行法適合とさせるような

改修を行う必要があるか。 

貴見のとおりです。 

9 建築物の一部について用途を変更する場合は、法第

87 条の３の緩和の対象となるのか。また、その際

に、平成 28 年３月 31 日国住指第 4718 号「用途変

更の円滑化について（技術的助言）」（国土交通省住

宅局建築指導課長）を参照することができるか。 

対象となります。また、技術的助言の参照について

も可能です。 

10 法第 87 条の３第２項、第５項、第６項による 60m

以下の仮設建築物について、令第 147 条第２項にお

いて適用除外とする政令の規定として令第 48 条が

対象となっていないのはなぜか。 

令第 48 条は用途により規定内容が異なるものの、

用途変更事例が想定できなく、適用除外としなくて

も実態として問題がないと考えられるため、令第

147 条第２項に記載しないこととしました。 

11 用途変更の際の確認申請が不要であっても、法第

87 条の３第５項の規定に基づく許可を受ける場合

は許可の申請が必要か。 

貴見のとおりです。 

 
  

   

 ４．限定特定行政庁の事務 

 問 答 

1 今回の改正により、法第 87 条の３第５項の規定に

基づく許可は、限定特定行政庁の事務として位置付

けられるのか。 

貴見のとおりです。 

  

  

 ５．建築確認等の電子化の促進について 

 問 答 

1 今般の改正により様式から「印」が削除されるのは、

建築工事届における「建築主」部分のみか。 

貴見のとおりです。 

2 今回の改正において、建築工事届の様式について、

選択肢に○を付けることを前提とした欄の改正は

行わないのか。 

ご指摘の改正は行いません。 
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3 今回の改正により、委任状をスキャンして PDF デ

ータとし、電子署名を付けずに提出することが可能

となるのか。 

貴見のとおりです。 

4 今回の改正により、第 42 号様式の改正は行わない

のか。 

ご指摘の改正は行いません。 

5 今般の改正により様式から「印」が削除されるのは、

建築工事届における「建築主」部分のみか。 

貴見のとおりです。 

6 確認申請書の第一面について、申請者氏名及び印の

欄があるが、写しの提出が認められるか。 

認められません。なお、確認申請書の第一面に記載

する申請者氏名及び印は、代理者によって確認の申

請を行う場合にあっては、建築主ではなく代理者の

ものでも構いません。 

7 今回の改正により、委任状の原本をコピーしたもの

の紙媒体を提出することは可能となるのか。 

貴見のとおりです。 

 
  

   

 ６．別記様式について 

 問 答 

1 施行後において、改正前の様式を取り繕って使用す

る具体的な例を教えてほしい。また、取り繕う際に

は、訂正印が不要であることを国が明確化してほし

い。 

改正後の様式において求められる内容を、改正前の

様式に欄を追加して記載する等が考えられます。ま

た、訂正印の有無を含めた取り繕い方の詳細な方法

については、柔軟な運用を可能とするため、明確化

を行う予定はありません。 
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 ○集団規定関係  

 １．接道規制に係る特例許可手続きの簡素化（法第 43 条第２項関係） 

 問 答 

1 法第 42 条第１項第３号及び同条第２項の道路の定

義は、どのように改正されたのか。 

法第 42 条第１項第３号及び同条第２項の道路の定

義については、内容を明確化したものであり、従来

の定義から内容の変更はありません。なお、改正以

前の既存道路の扱いについては、経過措置として附

則第２条において規定しています。 

2 法第 43 条第３項第４号において制限を付加するこ

とが出来る建築物の面積について、 

同一敷地内に二以上の建築物がある場合の延べ面

積とは、各々の延べ面積でよいですか。 

同一敷地内に２以上の建築物がある場合にあって

は、その延べ面積の合計で判断することとしていま

す。 

3 法第 43 条第２項第１号に基づく認定の対象となる

建築物が接する道として認められる道はどのよう

な道か。 

法第 43 条第２項１号に基づく認定の対象となる建

築物が接する道については、規則第 10 条の３にお

いて定める以下の道が対象になります。 

①農道その他これらに類する公共の用に供する道 

②令第 144 条の４第１項各号に掲げる基準に適合

する道 

4 農道等の幅員は、敷地前面だけでなく、法上の道路

に接続する部分から全ての範囲において幅員４ｍ

以上である必要があるのか。 

貴見のとおりです。 

5 河川等を介して法上の道路に接する敷地の扱いに

ついて 

「一般通行の用に供されている場合」とはどのよう

な場合ですか。 

「一般通行の用に供されている場合」とは、公共の

用に供されている道等であって、建築物が接道すべ

き一般的な公道等と同様に、一般の通行が可能であ

る場合を想定しています。 

6 規則第 10 条の３に定める道の基準に適合した道路

であることについては、どのように確認すればよい

か。 

基準に適合した道であることについては、認定に当

たって提出された図書の他、現地の状況等を参考に

することも考えられます。 

7 避難及び通行の安全上必要な道に関する基準とし

て、位置指定道路の基準が挙げられているが、基準

に適合するのであれば法第 42 条第 1 項第 5 号の指

定を受けるべきではないか。 

制度の趣旨を踏まえると、位置指定基準に適合する

道については、位置指定を行うべきであると考えて

おります。（位置指定道路の基準に適合しているも

のの、当該道を道路とすることについて土地の所有

者等の同意が取れない場合には認定制度を活用す

ることが考えられます。） 

8 法第 43 条第 2 項第 1 号の認定を受けて建築された

一戸建て住宅について、用途変更する場合は、認定

条件から外れるため再度許可が必要となるという

ことでよいか。 

貴見のとおりです。 
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9 許可の場合、条件を付して許可することができる

が、認定となった場合、同様の扱いができるのか。 

認定にあたり、許可のように条件を付すことはでき

ませんが、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及

び衛生上の観点から認定基準等を設けることは可

能です。 

   

   

 ２．接道規制の強化が可能な建築物の対象拡大（法第 43 条第３項関係） 

 問 答 

1 法第 43 条第３項に基づき接道規制が条例で強化さ

れた場合、規制の対象となる既存建築物は法第 40

条の既存不適格になるのか。 

ご質問の場合については、法第 43 条第３項の既存

不適格となります。 

2 法第 43 条第３項第５号について、延べ面積を 150

㎡とした根拠は。 

特殊建築物に該当しない長屋について、各住戸の面

積が狭いものであれば、賃貸マンションの棟当たり

の平均戸数と同等程度の戸数を有する可能性があ

るためです。 

   

   

 ３．容積率規制の合理化（法第 52 条第３項、第６項関係） 

 問 答 

1 特別養護老人ホームの個室タイプの場合、各ユニッ

ト内の廊下状部分も容積率の算定基礎となる床面

積から除外されるのか。 

個室ユニット内の共用で用いられない廊下状部分

については、共同住宅の専用部分と同様に、容積率

の算定となる床面積から除外することはできませ

ん。 

   

   

 ４．日影規制の適用除外に係る手続きの合理化（法第 56 条の２第１項関係） 

 問 答 

1 法第 56 条の２第１項「増築部分の日影が既存建築

物の日影に包含されるもの」とはどいうことです

か。 

本規定を適用する際の状況による日影と許可を受

けた際の状況による日影を比較し、冬至日の真太陽

時による午前８時から午後４時までの間のいずれ

の時刻においても日影となる範囲や時間が増加し

ないことを想定しています。 

2 増築等により平均地盤面が下がる場合は、再度許可

が必要となるのか。 

貴見のとおりです。 

   

   

 ５．用途規制の適用除外に係る手続の合理化・建築物の用途の制限に係る特定許可手続の簡素化（第 48

条第 15 項、第 16 項、第 17 項関係） 
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 問 答 

1 法第４８条第１６項第２号の政省令に適合する場

合であっても、建築審査会の同意を得ることとして

よいか。 

法上は、政省令の基準に適合するものの建築につい

て特例許可をする場合に、建築審査会の同意は不要

となります。 

2 法第 48 条の許可手続きの簡素化の対象となる建築

物について、当該建築物の敷地が、簡素化の対象と

なる用途地域とそれ以外の用途地域にわたって計

画された場合は、法第 91 条に基づいて、敷地の過

半の属する地域が、対象となる用途地域であるかど

うかで判断すればよいか。 

貴見のとおりです。 

3 法第 48 条の許可手続きの簡素化の対象となる建築

物に講ずべき省令で定める措置の考え方はどうな

っているのか。 

法第 48 条のただし書に基づく特例許可手続の簡素

化に当たっては、特例許可の実績が積み重なった一

定の措置が講じられている用途の建築物を対象と

しています。 

なお、特例許可手続の簡素化の対象とならない建築

物については、従来の特例許可制度の運用によるこ

ととなります。 

4 法第 48 条の規定に基づく許可の運用に関する過去

の技術的助言については、今後も有効か。 

過去に発出している、法第 48 条の規定に基づく許

可の運用に関する技術的助言については、引き続き

有効です。 

5 法第 48 条の許可手続きの簡素化の対象となる建築

物において必要となる措置はどのように確認すれ

ばよいか。 

対象となる建築物において必要となる措置は、許可

手続きの際の申請図書において、適合していること

を確認することを想定しています。 

6 法第 48 条の許可手続きの簡素化の対象となる建築

物に講ずべき省令で定める措置について、当該措置

が講じられていることを判断するための具体的な

仕様を示してほしい。 

（日用品販売店舗の室外機に設ける消音装置、共同

給食調理場においてボイラーを設ける場合の遮音

上有効な機能を有する専用室、自動車修理工場にお

ける遮音上有効な機能を有する外壁などについて） 

基準の中で求めている設備等に関しては、個別の建

築計画に応じた必要な性能を有するものとする必

要があることから、一律に仕様を示すことは困難で

す。 

7 規則第 10 条の４の３第１項において、「国土交通大

臣が定める方法」となっている措置は、告示で定め

るということか。 

「国土交通大臣が定める方法」に関しては、それぞ

れ以下のとおり告示を定めています。 

・建築基準法施行規則第 10 条の４の３第１号ヌの

国土交通大臣が定める方法を定める件（令和元年国

交告第 189 号） 

・建築基準法施行規則第 10 条の４の３第２号リ及

び第３号カの国土交通大臣が定める措置を定める
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件（令和元年国交告第 190 号） 

・建築基準法施行規則第 10 条の４の３第３号ヨの

国土交通大臣が定める措置を定める件（令和元年国

交告第 191 号） 

8 法第 48 条第 16 項第２号の対象とならない場合は、

第 15 項で対応するということでよいか。 

貴見のとおりです。 

法第 48 条第１項から第 14 項までのただし書きに

基づく許可に当たっては、同条第 15 項に基づく建

築審査会の同意を得ることが原則ですが、同条第16

項第２号に該当する場合には、同項の規定に基づき

建築審査会の同意の取得を要しないこととするこ

とができます。 

9 法第 48 条の許可手続の簡素化の対象となる日用品

販売店舗において講じるべき措置のうち、幅員が９

m 以上の道路は、「幹線道路」である必要はあるか。 

日用品販売店舗が接道すべき道路については、幹線

道路を想定し、幅員が９ｍ以上ある道路であること

を求めております。 

10 法第 49 条の特例許可手続きの簡素化の対象となる

日用品販売店舗において講じるべき措置のうち、

「商品を陳列又は販売する場所は、屋外に設けない

こと」とはどういうことか。 

屋外で商品の陳列又は販売をすることによる臭気

や騒音等の発生を防止するために必要な措置とし

て求めているものです。 

なお、自動販売機や証明写真機等については、商品

の販売を目的として設置されるものであり、周辺環

境への影響が懸念されることから、屋外に設けるこ

とは慎重に判断する必要があると考えています。 

11 法第 48 条の特例許可手続きの簡素化の対象となる

日用品販売店舗とは具体的にどのような用途の店

舗か示してほしい。 

令第 130 条の５の２に定める日用品の販売を主た

る目的とする店舗を想定しており、例えば、コンビ

ニエンスストアや調剤薬局等が含まれると考えて

います。 

12 法第 48 条の許可手続きの簡素化の対象となる共同

給食調理場は小学校のための給食センターのみか。 

法第 48 条のただし書に基づく特例許可手続の簡素

化の対象となる「共同給食調理場」とは、2 以上の

学校における給食の実施に必要な施設です。 

13 建蔽率の緩和によるいわゆる建詰まりについてど

のように考えたらよいか。 

新潟県糸魚川市の火災の検証等を踏まえると、防耐

火性能を有さず、かつ、大規模地震時に倒壊のおそ

れのある、いわゆる裸木造建築物が多く存在するこ

とが、市街地全体の防災性能の向上の妨げになって

いると考えられます。 

こうした裸木造建築物が、延焼防止性能の高い建築

物に建て替わることにより、防耐火性能が向上する

ことはもちろん、建築物の倒壊による道路空間の遮

蔽といった災害時のリスクも減ることから、建蔽率

規制を合理化し、延焼防止性能の高い建築物への建
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替え等の促進を図ることが重要です。 

なお、現状の密集市街地における建築物の建蔽率

は、都市計画で定められた建蔽率を上回っている状

況も多いのではないかと推測され、また、接道して

いても４ｍ未満の道路であることも想定されます。 

この場合、建替え時に道路として供出される部分も

勘案すると、街区全体として見た場合に必ずしも建

て詰まりが進むとは限らず、建替えにより道路幅が

確保されることにより、日常時の通風や採光等に必

要な適切な道路空間が確保され、火災時や災害時の

消防活動や避難の容易性が高まり、防災性の向上に

もつながると考えられます。 

   

   

 ６．延焼防止性能を有する建築物の建蔽率制限の緩和（法第 53 条第３項、第６項第一号、第 7 項、第８

項関係） 

 問 答 

1 法第 48 条の許可手続きの簡素化の対象となる建築

物について、当該建築物の敷地が、簡素化の対象と

なる用途地域とそれ以外の用途地域にわたって計

画された場合は、法第 91 条に基づいて、敷地の過

半の属する地域が、対象となる用途地域であるかど

うかで判断すればよいか。 

貴見のとおりです。 

2 法第５３条第５項第１号に「避難上及び消火上必要

な機能の確保を図るため」に壁面線を指定とある

が、法第４６条においては、このようなニュアンス

はない。前面道路の境界線から後退した壁面線を指

定した場合全てにおいて、建蔽率が緩和されること

になるのか。 

今般の改正においては、火災時の避難や消火活動を

容易とすることを目的として、避難上及び消火上必

要な機能の確保の観点から壁面線を定めた場合等

に限り、建築物の建蔽率を緩和できることとしたと

ころです。 

   

   

 ７．前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建蔽率制限の緩和（法第 53 条第５項、

第６項） 

 問 答 

1 法第 53 条第３項に基づく、防火地域等内にある耐

火建築物等に対する建蔽率の緩和制度と、同条第５

項に基づく一定の建築物で特定行政庁が安全上、防

火上及び衛生上支障が無いと認めて許可したもの

法第 53 条第３項及び、同条第５項に基づく建蔽率

の緩和制度については、両規定の条件に適合する建

築物の場合は、併用して緩和を受けることが可能で

す。 
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に対する建蔽率制限の緩和制度を併用することは

可能か。 

 


